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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成28年12月 平成29年12月 平成30年12月 令和元年12月 令和２年12月

売上高 (千円) 598,611 618,089 627,432 642,631 551,455

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 32,660 6,081 10,969 4,871 △19,472

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 32,567 2,995 8,619 2,141 △59,558

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) - - - - -

資本金 (千円) 600,000 600,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

純資産額 (千円) 2,668,222 2,671,218 2,679,837 2,681,979 2,622,420

総資産額 (千円) 2,796,148 2,793,218 2,829,588 2,821,833 2,865,056

１株当たり純資産額 (円) 1,111,759.43 1,113,007.65 1,116,598.90 1,117,491.35 1,092,675.22

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
- - - - -
 

(  -)
 

(　 -)
 

(　 -)
 

(　 -)
 

　 ( -)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) 13,569.95 1,248.21 3,591.25 892.44 △24,816.13

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金
額

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) 95.4 95.6 94.7 95.0 91.5

自己資本利益率 (％) 1.2 0.1 0.3 0.1 △2.3

株価収益率 (倍) - - - - -

配当性向 (％) - - - - -

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 121,669 60,773 107,268 73,320 62,871

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △139,408 △23,296 △65,947 △92,753 △44,571

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) - - - - -

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 176,458 213,935 255,256 235,824 254,125

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
46 47 50 49 51
(39) (43) (37) (34) (41)

株主総利回り (％) - - - - -
(比較指標：　　　　　-) (％) ( -) ( -) ( -) ( -) ( -)

最高株価 (円)          -          -          -         -  

最低株価 (円)          -          -          -         -  
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(注) １　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

３　売上高には消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　株価収益率については、非上場・非登録のため記載しておりません。

６　従業員数は、就業人員数を表示しております。

７　当事業年度より正キャディも従業員数に含んで記載しており、過年度についても当該基準に修正表示してお

ります。

８　当社は未公開企業でありますので、株主総利回り、最高株価、最低株価は記載しておりません。

 

２ 【沿革】

昭和35年12月 浜名湖観光開発株式会社設立

昭和37年5月 ゴルフコース18ホール完成し、オープンする。

昭和44年12月 300,000千円増資し、資本金600,000千円になる。

昭和47年5月 ゴルフコース9ホール増設し、27ホールになる。

平成2年１月 新クラブハウス完成し、オープンする。

平成18年10月 ベントグリーン27ホール完成。

平成30年4月 資本金500,000千円減少し、資本金100,000千円になる。
 

 

３ 【事業の内容】

当社の現在営んでいる事業は次の通りであります。

（１）　当社は主に27ホールコースの設備によるゴルフ場の経営を行っております。

（２） 　太 陽 光 ・ 風 力 に よ る 発 電 並 び に 売 電 の 事 業 経 営 を 行 っ て お り ま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） ゴルフ場に附帯する練習場、売店等の施設を経営し、会員及び一般客の利用に供しております。

なお、当社はゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略

しております。

 

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

令和２年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

51
41.5 34.4 3,509,066

（41)
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(派遣社員を除く）は、年間の平均人員を(　)外数で記載してお

ります。当事業年度より正キャディも従業員数に含んで記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社はゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略してお

ります。

 

(2) 労働組合の状況

当社には、労働組合及びそれに類する団体はありません。

 

EDINET提出書類

浜名湖観光開発株式会社(E04640)

有価証券報告書

 3/46



第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）経営方針、経営戦略等

今後の見通しにつきましては、ゴルフ参加人口の減少、顧客の低価格志向、新型コロナウイルスによる自粛など経

営環境は引き続き厳しい状況が続くものと思われます。

令和３年は、創業６０周年の節目の年を迎えます。厳しい環境下ではありますが、新型コロナウイルス感染防止に

積極的に取り組み、企業理念「来場されるお客様に最高のサービスを提供し地域社会の発展に貢献します」に基づき

「戦略的で広々とした明るいコース作り」「質の高さ地域№1のキャディ育成」を目標の両輪に据え、将来に亘り当社

の企業価値が更に向上するよう努めて参ります。

（２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

将来に向けゴルフプレーヤーを増やすという課題に対しては、近隣のゴルフ練習場と連携を強化し、アンダー40，

アンダー50，などの企画により若年層や初心者の誘致、また所属プロによる会員企業従業員向けのゴルフ教室やK-mix

ゴルフクリニックなどを引続き開催して他クラブとの差別化を図ります。また、レストランの食事に関しては厨房を

改修し、新しく設置した厨房機器を使ってお客様に喜ばれるメニューを提供していきます。

 (注)文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項は以下のものがあります。

（１）経済状況、景気動向によるリスク

　　　　当社は株主会員制のゴルフ場であり、株主である会員に快適なプレー環境を提供すべく運営されています

　　　が、その運営費の多くをゲストであるビジターの来場に依存しております。ビジターの来場者は景気の変動

の影響を受けやすく、景気の低迷は売上高を減少させるリスクがあります。このため、インターネット予約

等の推進を図っております。

（２）天候のリスク

　　 　天候の変化は来場者数の増減に直結し、梅雨の長雨、夏の猛暑や集中豪雨、台風などによる来場者の減少

は、当社の財務状況及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）感染症によるリスク

　 　 昨年初頭より顕在化した新型コロナウィルスが世界的に流行しており、収束時期は未だ不透明であり、今後

   の経済活動正常化のタイミングを見通すことは困難であることから、今後、事態が長期化または更なる感染拡

   大が進行した場合、当社の業績及び財務状況に重大な影響を与える可能性があります。このため、来場者全員

　　に検温やレストラン等にパーテーションの設置を行い、来場者が安心して頂けるように対策を講じておりま

　　す。

（４）ゴルフ人口減少リスク

　　 少子高齢化による人口減少、レジャーの多様化等の影響によってゴルフ人口が減少し、結果的に来場者数

   減少に繋がることで、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、若年層の来場を促すための企

   画を実施しゴルフに親しんでもらえるようにしています。

（５）自然災害リスク

　　　当社は静岡県西部地方に立地しており、想定される東海地震の発生に対応できるよう社内体制を整えており

　　ますが、現実に発生した場合、ゴルフ場整備の復旧工事等、当社の財務状況及び業績に影響を及ぼす可能性

　　があります。

（６）会員登録料リスク

　　　当ゴルフ場では登録料収入も収益の大きな部分を占めており、この収入を維持するためには、会員制ゴルフ

　　場としてのステータスを維持することが重要であります。利用料の過当競争に巻き込まれれば、このリスクは

　　大きくなる可能性があります。

　　　当ゴルフ場では会員中心の運営を堅持する方針をとっており、会員の高齢化に伴う会員自身の来場回数の減

　　少や、同伴ビジターの減少に歯止めをかけるため、功労会員制度を設け特典を付与するなど会員利用の活性化

　　を図っています。

（７）コース内樹木・芝草リスク

　　　コース全体の樹木並びに芝草を保全するため、要員、管理機械、薬剤等コース管理には優先的に経営資源を
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　　投入して万全を期しておりますが、松くい虫等の害虫被害によりゴルフ場の財産である樹木・芝草の被害を受

　　けることになれば、当社の業績に多大な影響を受ける可能性があります。

（８）当社は会員等利用者の個人情報を有しており、その情報の外部漏洩に関しては細心の注意を払い、従業員の

　　　情報管理に関する教育も行っております。しかし、万一個人情報が漏洩した場合には、当社の信用低下や業

　　績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。このため、社員教育を徹底し情報管理に対する重要性

を全社員に認識させています。

(注)文中の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）　経営成績等の状況の概要

　①財政状態及び経営成績の状況

当事業年度の我が国経済は、新型コロナウイルスの世界的流行により製造業では外需が急減、サプライチェーン

の寸断によって国内生産が滞り、またインバウンドの消失や社会活動の抑制により、観光や飲食サービス業は未曾

有の落ち込みに直面しました。

　先行きについても、輸送用機器など製造業では海外も含め実需の回復など持ち直しが見込まれますが、新型コロ

ナウイルス感染が再拡大しており社会経済活動が抑制される中、景気回復の遅れが懸念されております。

　ゴルフ場業界におきましても、少子高齢化の進行に伴いゴルフ参加人口が減少し、ゴルフ場の供給過多、顧客の

低価格なセルフプレー志向、若年層のゴルフ離れ、それらに加えて新型コロナウイルスによるコンペ自粛などの要

因により厳しい経営環境が続いています。

　この様なコロナ禍の中、当社では他のゴルフ場に先駆けて4月16日から5月31日までセルフ・スループレーでレス

トランや浴室などの施設を使用しないなどの感染防止対策を行った営業形態に変更しました。6月からは通常営業に

戻しましたが、引続き来場者にマスクの着用、アルコール消毒、検温をお願いするとともに、クラブハウス内の換

気とロッカーやトイレの消毒、レストランの席数削減やパーテーションの設置、キャディを含む全従業員のマスク

着用、カートの消毒などの感染防止対策を徹底して行い、安心して来場していただける環境作りに努めました。

　また、コロナ禍の来場者減少の防止対策としてコロナキャンセルがあった枠に対しインターネット予約枠を設定

したり、好評のブッフェ形式での昼食付プラン「グルメ3DAYS」を感染症防止のため特製松花堂御膳に変更して開催

を継続するなど対応し、4月、5月と前年比約3割減った来場者も通年で40,033人（前期比△6.8％）まで挽回いたし

ました。

a 財政状態

(資産)

　当事業年度末における資産は、前事業年度末と比べ43,223千円増加し2,865,056千円となりました。

流動資産は、前事業年度末と比べ20,448千円増加し1,116,371千円(前年比101.9%)となりました。この主な要因

は、現金及び預金の増加18,300千円であります。

固定資産は、前事業年度末と比べ22,774千円増加し1,748,685千円(同101.3%)となりました。この主な内訳は、

増加要因がカート電磁誘導線張替等による有形固定資産取得46,854千円及び風力発電設備解体に係る資産除去債

務計上に対応する資産計上が88,500千円、減少要因が減価償却額72,067千円及び減損損失37,081千円でありま

す。

　(負債）

　当事業年度末における負債は、前事業年度と比べ102,781千円増加し242,636千円(同173.5%)となりました。

流動負債は前事業年度末と比べ12,331千円増加し98,050千円(同114.4%)となりました。この主な要因は未払費

用の増加10,288千円によるものであります。

固定負債は前事業年度末と比べ90,450千円増加し144,586千円(同267.1%) となりました。この主な要因は、資

産除去債務の計上88,500千円によるものであります。

(純資産)

当事業年度末における純資産は、前事業年度末と比べ59,558千円減少し2,622,420千円(同97.8%)となりまし

た。

この結果、自己資本比率は、前事業年度末と比べ3.5ポイント減少し91.5%となり、1株当たりの純資産額は前事

業年度末と比べ24,816円13銭減少し1,092,675円22銭となりました。

b 経営成績

年会費、食堂売上高及び風力発電の売電収入を加えた当期の売上高は、来場者が減少したことに加えセルフプ

レー増により客単価が低下したことにより551,455千円となり、前年比91,175千円(14.2％）の減少となりまし

た。売上原価面、一般管理費では経費軽減に努め、前期比65,780千円減少させましたが、営業損失は前期比

25,394千円拡大し74,091千円、登録料収入を加えた経常損失は24,343千円拡大し19,472千円の計上となりまし

た。さらに、発電事業につきまして2026年6月に固定価格買取制度に基づく契約が終了し、以降の電力需給状況や

売電価格など不透明な点が多く、また国内風力発電メーカーが撤退した中でメンテナンス費用が高止まりし、採

算確保は困難とみられるため、2026年に風力発電事業からの撤退を決定しました。これに伴い風力発電設備に対

し、37,081千円の減損損失を計上したことなどにより、当期純損失は、前期比61,700千円拡大し59,558千円とな

りました。
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　②　キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、現金及び現金同等物（以下「資金」という）は18,300千円の

増加となり、期末残高は、254,125千円（前期比107.8％）となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは税引前当期純損失56,297千円に対して非資金費用である減価償却費72,067

千円及び減損損失37,081千円並びに退職給付引当金の増加額1,150千円等を加減算した結果、62,871千円と前期に比

べ10,448千円の減少となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得により△44,571千円と前期に比べ支出が48,182

千円の減少となりました。これは全て自己資金でまかなっております。
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　③　生産、受注及び販売の実績

　売上及び利用実績

 

区分

前事業年度
(自　平成31年１月１日
至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
至　令和２年12月31日)

人員(人) 金額(千円) 人員(人) 金額(千円)

グリーンフィ(会員) 13,216 45,853 14,015 48,048

グリーンフィ(準会員) 3,764 23,806 3,749 23,564

グリーンフィ(無記名会員) 4,513 44,181 3,503 33,341

ビジターフィ 21,476 185,400 18,766 157,299

貸与品 - 56,346 - 45,631

キャディーフィ 42,969 116,628 23,003 96,872

年会費 1,895 51,215 1,563 50,475

ロッカーフィ 444 2,622 431 2,618

その他(注1) - 5,661 - 4,659

小計 - 531,714 - 462,511

商品販売収入 42,969 3,920 40,033 2,706

食堂売上高 42,969 74,829 40,033 54,218

 風力売電収入 - 32,165 - 32,019

合計 - 642,631 - 551,455
 

(注) １　その他には、競技参加料及びその他の収入が含まれております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中の将来に関する事項は当事業年度末現在において判断したものであります。

　①当事業年度の経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当社の当期における経営成績等は、「財政状態及び経営成績の状況」で述べたとおり、ゴルフ場業界において

も、厳しい状況で推移した中で、当社では、ゴルファーの幅広いニーズにお応えするべく、平日祝日の平日料金

扱、全火曜日のセルフ営業実施、浜名湖レディースオープン、当クラブ所属プロによるゴルフ教室の実施等各種営

業施策を展開した結果、入場者は40,033人（前期比93.2％）、売上高は551,455千円（前期比85.8%、91,175千円の

減少）となりました。

　売上原価は、前期に比べ31,653千円減少しております。主なものは,食堂売上原価が18,140千円減少しておりま

す。また、販売費及び一般管理費は、消耗品費が5,912千円、修繕費が8,795千円、減価償却費が7,153千円減少によ

り34,127千円減少しています。

　上記により、税引前当期純損失は、56,297千円（前期は、税引前当期純利益4,915千円）となりました。

a 経営成績に重要な影響を与える要因について

「財政状態及び経営成績の状況」で述べたとおり、顧客の低料金志向は強く、加えて少子高齢化によるゴルフ人

口の減少、ゴルフ場の供給過多、若年層のゴルフ離れなど構造的要因により、依然として厳しい状況が予想され、

今後も客単価の下落、入場者の減少が見込まれます。従って、営業収益の見通しにつきましては、厳しいものがあ

ると予想しております。

b 戦略的現状と見通し

当社は、このような状況をふまえて、顧客満足度をあげるべく、キャディサービスの向上・充実と共に、コース

管理体制を整備し、来場者が満足してプレーできるゴルフ場作りに努めてまいります。

c 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社は、事業運営上必要な流動性及び資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

当社の運転資金の主なものは、ゴルフ場コースの運営及び維持管理に伴う費用、販売費及び一般管理費等の営業
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費用であります。投資を目的とした資金需要は、ゴルフ場コースの造成・改修及び維持管理用資産の購入等の設備

投資によるものであります。

運転資金・設備資金につきましては全て自己資金により調達しております。なお、当事業年度末における借入金

等の有利子負債はなく、現金及び現金同等物の残高は254,125千円であります。

d 経営者の問題認識と今後の方針について

 当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基き、最善の経営方針を立案するよう努めております

が、バブル崩壊後のゴルフ場業界全体のビジネス環境の変化に鑑みると、当社を取り巻く事業環境は更に厳しさを

増す事が予想され、一層の営業努力と合理化が必要と認識しております。

　②キャシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　　 当社の当事業年度のキャッシュ・フローは、上記（１）②に記載しております。当社の資本の財源及び資本の流

動性については当事業年度末の負債合計242,636千円に対し、現金及び現金同等物が254,125千円あることから特に

問題はありません。

 ③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しています。そ

の作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見

積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、実際

の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５〔経理の状況〕」に記載していますが、特に次の重要な会

計方針が財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えています。

a 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法）に基づき計上しており、当該退

職給付債務は、当事業年度における要支給額に基づいて算定されております。

b 役員退職慰労引当金

内規による期末要支給額に基づいて算定されております。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度は、総額46,854千円の設備投資を行いました。

主なものは次のとおりです。

 

資産の種類 投資金額(千円) 内容

構築物 12,136 ゴルフカート電磁誘導線更新工事  
 

(注)　金額には消費税等を含めておりません。

 

２ 【主要な設備の状況】
令和２年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 構築物 コース設備
機械及び
装置

ゴルフ
コース

土地 その他 合計  

本社
(静岡県
湖西市)

ゴルフ場その他こ
れに附帯する設備

330,017 191,300 　　2 35,987 464,243 685,933 34,117 1,741,603 51

 

(注) １　帳簿価額のうち、「その他」は車両運搬具、工具器具及び備品の合計であります。

２　金額には消費税等を含めておりません。

 

 

 

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

本社
（静岡県

　湖西市）

乗用ゴルフカート更新 85,278 　　－ 自己資金
令和3年
4月

令和3年
5月

　　－

 

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

 

　　経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。

 

EDINET提出書類

浜名湖観光開発株式会社(E04640)

有価証券報告書

11/46



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800

計 4,800
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(令和２年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(令和3年3月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,400 2,400 非上場・非登録
単元株制度は採用しておりま
せん。
 

計 2,400 2,400 ― ―
 

（注）株式譲渡制限に関する規定は次の通りです。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第1項第1号に定める内容（いわゆる譲渡制限)を定めてお

り、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第8条において定めております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　   該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年4月25日(注1) - 2,400 △500,000 100,000 - 35,000
 

(注1)　会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金を減少しその他資本剰余へ振り替えたものであります。　
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(5) 【所有者別状況】

令和２年12月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 2 350 ― ― 648 1,005 ―

所有株式数
(株)

― 26 4 1,050 ― ― 1,320 2,400 ―

所有株式数
の割合(％)

― 1.08  0.17 43.75 ― ― 55.00 100 ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

令和２年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社スズキビジネス 浜松市西区篠原町21339 58 2.41

スズキ株式会社 浜松市南区高塚町300 36 1.50

シャインテック株式会社 湖西市新居町中之郷3035-21 14 0.58

志田株式会社 浜松市東区宮竹町322-1 14 0.58

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町1-10 12 0.50

株式会社ユニバンス 湖西市鷲津2418 12 0.50

遠州製紙株式会社 浜松市中区砂山町351-1 10 0.42

富士機工株式会社 湖西市鷲津2028 10 0.42

小林道生 湖西市 10 0.42

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町1-1 8 0.33

計  184 7.67
 

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和２年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―
―

 
―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,400
 

2,400 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,400 ― ―

総株主の議決権 ― 2,400 ―
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② 【自己株式等】

令和２年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、所有株式２株を単位として、株主を浜名湖カントリークラブの会員としております。このような株式の性

格及び事業の性質上、原則として、配当による利益還元は行っておりません。

 内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとして投入していくこととしております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレートバナンスに関する基本的な考え方

当社は、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、より透明性の高い、公正な経営を実現するこ

とを重要課題であると考えております。また、株主の皆様へは、迅速かつ正確な情報公開により、経営の透明性を高

めてまいります。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社の機関としては取締役会を中心に運営されており、監査役が取締役の業務執行について適法性ならびに法令遵

守をチェックする体制を採っております。なお当社は監査役会制度を採用しています。

 
・会社の機関と内部統制の関係

 

 

取締役会は年間5回以上開催され、取締役全員が、営業政策ならびにコース管理政策を検討し、事業環境の変化に対

応した有効な政策を打ち出すと共に、当社を取り巻くリスクに備えるため状況の把握、対応の適否を検討しておりま

す。監査役4名は何れも社外監査役であり、取締役の業務の執行について違法性はないか、法令遵守に欠けるところは

ないかに留意しております。

なお、令和2年12月31日現在、会社役員は取締役5名（うち社外取締役4名）、監査役4名（うち社外監査役4名）と

なっております。なお、監査役のうち1名は、長年にわたり経理監査業務の経験を重ねてきており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

なお、当社は、役員及び従業員の人数が少なく内部監査の担当部門はありませんが、業務の相互チェック機能を通

じて不正を防ぐ努力をしております。

　・業務の適正化を確保するための体制の整備に関する事項

　（イ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a 取締役は、「取締役会規程」、「協議規則」その他の社内規程に則り職務を執行する。また取締役会等におい

て、相互に職務執行を監督する。

　b 監査役は、監査役会が定める監査の方針に従い、内部統制の有効性を定期的に検証する。

　（ロ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定及び職務執行に係る情報その他重要情報の保存及び管理は総務課を主管部門とし、必要に応

じて閲覧可能な状態を維持する。

（ハ）リスク管理体制の整備状況

　　　リスク管理部門として、総務課がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図る。取締役会におい

て　

　当社を取り巻くリスクに備えるための状況把握、対応等の適否を検討している。また、高度な判断を必要とさ

れ　

　るリスクが予見・発見された場合には必要に応じて弁護士、監査公認会計士、社会保険労務士等の外部専門家の

　助言を受ける体制を構築している。

　（ニ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a 組織編成を適宜見直し、責任を明確にするとともに関連部門間の連携強化を図り、効果的な職務執行体制を構

築する。

b 取締役の職務の執行が効率的に行われるための体制の基礎として、取締役会を必要に応じて随時開催し、ま

た、経営執行に伴う重要な経営戦略について戦略策定の審議のために必要に応じて各課長出席の臨時取締役会を
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開催する。

（ホ）従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

a 従業員の具体的な職務の執行手続を定めた「協議規則」、「個人情報保護規程」その他社内規程を周知徹底

し、必要に応じて改定する。

b 従業員のコンプライアンス意識を高揚させるため、各種の研修、社外セミナー等を通じ従業員に対するコンプ

ライアンス教育を実施する。

　（へ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

     監査役の職務を補助する組織を総務課とする。

（ト）上記（へ）の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実行性の確保に関

す　る事項

　a 監査役の職務を補助する者は、その職務に関しては監査役の指揮命令に従い、取締役からの独立性を確保す

る。

　　b 人事異動、組織変更等については、監査役の意見を尊重するものとする。

（チ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制、報告したことを理由

として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

年次決算書、その他重要事項を監査役に報告する他、監査役が求める資料を提供する。なお、監査役への報

告、資料提供を理由とする不利益処分その他の不利な取扱いを禁止する。

　（リ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　a 監査役は、代表取締役、監査公認会計士とそれぞれ随時に意見交換会を開催する。

b 監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処

理する。

 （ヌ）反社会的勢力排除に向けた体制

暴力団の反社会的活動、暴力、不当な要求をする人物及び団体に関しては、毅然とした態度で臨み、一切の関

係を遮断する。

万一、反社会的勢力が攻撃してきた場合にも、これに屈せず断固として拒否し、顧問弁護士や警察等とも連携

し、的確に対応する。

③ 企業統治に関するその他の事項

（イ）取締役の定数

　　当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めてあります。

（ロ）取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨、また、累積投票によらないものとする旨を定款に定

めております。

（ハ）株主総会決議に関する事項

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、出席した当該株

主の議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。
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（ニ）　役員報酬等

     　a 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　　　　役員区分
報酬等の総
額(千円)

　　　　　　　報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)　基本報酬

ストックオ
クション

　　賞与  退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

4,836 4,836 - - - 1

監査役
(社外監査役を除く)

- - - - - -

社外役員 2,300 1,960 - - 340 11
 

　　　 b 役員報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法　

当社の役員報酬等の額については、株主総会の決議により報酬総額の最高限度額を決定し、各取締役の報

酬額については取締役会の決議、各監査役の報酬額については監査役の協議により決定しております。
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性9名　女性-名　（役員のうち女性の比率-％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)

藤　田　正　治 昭和24年11月10日

昭和48年4月 ㈱静岡銀行入行

平成17年6月 ㈱静岡銀行取締役副会長就任

平成22年6月 静岡保険総合サービス㈱

 取締役会長就任

平成23年3月 当社監査役就任

平成24年3月

 

当社取締役社長就任（代表取締役

就任）(現任)

 

（注3）

2

取締役 小　楠　俱　由 昭和22年3月6日

昭和45年4月 ㈱小楠金属工業所入社

昭和58年5月 同社取締役就任

平成17年5月 同社代表取締役社長就任

平成28年3月 当社取締役就任(現任)

平成30年5月 同社代表取締役会長就任(現任)

 
同上

-

取締役 髙　橋　正　典 昭和30年11月1日

昭和53年4月 浜松信用金庫(現浜松磐田信用金

庫)入庫

平成24年6月 同庫理事就任

平成27年6月 同庫常務理事就任（現任）

平成29年3月 当社取締役就任(現任)

同上

-

取締役 所　　洋　史 昭和30年10月14日

昭和57年5月 三恵㈱入社

昭和62年5月 同社取締役就任

平成2年5月 同社代表取締役専務就任

平成3年5月 同社代表取締役社長就任(現任)

平成31年3月 当社取締役就任(現任)

 
同上

-

取締役 豊　田　泰　輔 昭和32年8月6日

昭和55年4月 鈴木自動車工業㈱

(現スズキ㈱)入社

平成20年7月 同社監査部長就任

平成23年4月 同社管理本部副本部長兼財務部長

就任

平成25年4月 同社常務役員経営企画室財務統括

部長就任

平成25年7月 同社常務役員財務本部長就任

令和元年6月 同社常務役員監査本部長就任(現

任)

令和2年3月 当社取締役就任(現任)

 
同上

-

常勤監査役 坂　本　　洋 昭和35年1月30日

昭和58年4月 鈴木自動車工業㈱(現スズキ㈱）

入社

平成25年1月 同社海外経理管理部長就任

平成26年5月 同社監査部長就任

平成28年3月 当社監査役就任(現任)

令和元年9月 同社国内監査部部長就任

令和2年10月 同社海外監査部管理グループ長

就任（現任）

（注4） -

監査役 山　口　信　仁 昭和33年12月8日

昭和58年3月 中部瓦斯㈱入社

平成24年3月 同社常務取締役就任

平成26年1月 サーラ住宅㈱専務取締役就任

平成27年1月 同社代表取締役社長就任(現任)

平成29年3月 当社監査役就任(現任)

  
同上
 

-

監査役 山　口　　進 昭和31年5月14日

昭和55年4月 豊橋信用金庫入庫

平成21年6月 同庫理事就任

平成23年6月 同庫常務理事就任

平成25年6月 同庫専務理事就任

平成28年6月 同庫理事長就任(現任)

平成31年3月 当社監査役就任(現任)

 
 
 
(注5)

-
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監査役 大　村　秀　一 昭和32年12月10日

昭和56年4月 光洋精工㈱(現ジェイテクト)入社

平成16年6月 同社秘書部部長就任

平成22年6月 同社執行役員就任

平成26年4月 同社執行役　インド事業統括

KOYO BEARINGS INDIA

Private Limited 社長就任

平成31年4月 富士機工㈱顧問就任

令和元年6月 同社代表取締役社長就任(現任)

令和2年3月 当社監査役就任(現任)

 
 
 
(注4)

-

計  2
 

 

(注)　１．取締役小楠俱由、髙橋正典、所　洋史、豊田泰輔は社外取締役であります。

　　　２．監査役坂本洋、山口信仁、山口　進、大村秀一は、社外監査役であります。

　　　３．令和3年3月21日就任後、1年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結まで。

　　　４．令和2年3月21日就任後、4年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結まで。

　　　５．平成31年3月16日就任後、4年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結まで

 

　　②　社外取締役及び社外監査役

　　　  会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概要

　　　　　　　社外取締役である小楠俱由、髙橋正典,所　洋史及び豊田泰輔と当社との間に特別な利害関係はありま

せ　

ん。また、社外監査役である坂本洋、山口信仁、山口　進及び大村秀一との間に特別な利害関係はありま

せん。

 
(3) 【監査の状況】

　　①　監査役監査の状況　　

　　　　　　　監査役は常勤監査役1名、非常勤の社外監査役3名から構成され、監査役会が定めた監査役監査基準に

則　

　　　　　　り、取締役業務執行の適法性、妥当性に関して公正・客観的な立場から監査を行っております。また、取

締役会には原則として監査役全員が出席し、重要な決裁書類の閲覧、関係者からの報告聴取などにより、

取締役の業務執行状況を充分に監査できる体制となっております。なお、常勤監査役坂本洋氏は経理監査

　　　　　　業務の経験を重ねてきており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、監査役

山口進氏は金融機関における豊富な経験と財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　　　　　　代表取締役及び監査公認会計士とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなど連携を密にして、

監査業務の実行性と効率性の向上を目指しております。

当事業年度において当社は監査役会を3回開催しており、その出席状況は以下のとおりです。

 
氏　名 開催回数 出席回数

坂本　洋 3回 3回

山口　信仁 3回 2回

山口　進 3回 2回

大村　秀一 2回 2回
 

監査役会における検討事項としては、監査方針、監査計画などがあり、また常勤監査役の活動状況として

は取締役や総務課への定期的な聴取を行っております。

　 ②　内部監査の状況

当社は内部監査部門を設けていないため、該当事項はありません。

　　③　会計監査の状況

　　　a.監査公認会計士の氏名

　　　　　田中範雄

　 b.継続監査期間

　　　　18年
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   c.監査証明の審査体制

　　　 外部公認会計士による審査を受嘱しております。

   d.監査業務に係る補助者の構成

       当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士3名、その他1名であります。

   e.監査公認会計士の選定方針と理由

       当社は田中公認会計士共同事務所内の管理体制や独立性及び専門性の有無、監査報酬等を総合的に勘案して

　　　　選定しております。

   f.監査役及び監査役会による監査公認会計士の評価

　　　 当社の監査役は、監査公認会計士から監査計画、監査の実施状況及びその結果について報告を受け、その

　　　　結果、適切な監査が実施されていることを確認しております。

 ④　監査報酬の内容等

　a.監査公認会計士等に対する報酬

 

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 3,800 - 3,700 -
 

     当社における非監査業務はありません。

 b.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。

 c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

    d.監査報酬決定の方針

　　　 監査報酬につきましては監査日数、業務の特性等を勘案し、監査人である監査公認会計士と協議の上適切に決

定　

　　　 しております。
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(4) 【役員の報酬等】

　　　該当事項はありません。

(5) 【株式の保有状況】

　　　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

1.財務諸表の作成方法について

　　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

2.監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度(令和２年１月１日から令和２年12月31

日まで)の財務諸表について、公認会計士田中範雄氏により監査を受けております。

 

3.連結財務諸表について

　　　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

4.財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　　当社は財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組は行っておりません。
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1【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和2年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,057,824 1,076,125

  売掛金 28,983 29,617

  商品 1,343 1,005

  貯蔵品 5,939 6,532

  前払費用 1,623 1,860

  その他 207 1,230

  流動資産合計 1,095,922 1,116,371

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,808,570 1,813,393

    減価償却累計額 △1,462,305 △1,483,376

    建物（純額） 346,264 330,017

   構築物 *1  1,272,567 *1  1,376,350

    減価償却累計額 △1,131,835 △1,185,049

    構築物（純額） 140,732 191,300

   機械及び装置 *1  327,884 *1  317,441

    減価償却累計額 △290,884 △281,453

    機械及び装置（純額） 37,000 35,987

   車両運搬具 108,996 104,354

    減価償却累計額 △103,517 △101,114

    車両運搬具（純額） 5,478 3,239

   工具、器具及び備品 149,157 150,827

    減価償却累計額 △109,580 △119,949

    工具、器具及び備品（純額） 39,576 30,878

   その他の設備 103,365 103,365

    減価償却累計額 △103,359 △103,362

    その他の設備(純額) 5 2

   コース勘定 464,243 464,243

   土地 685,933 685,933

   有形固定資産合計 1,719,235 1,741,603

  無形固定資産   

   ソフトウエア 38 3,768

   電話加入権 210 210

   無形固定資産合計 249 3,979

  投資その他の資産   

   投資有価証券 269 269

   出資金 100 100

   敷金 236 338

   長期前払費用 3,096 2,394

   繰延税金資産 2,724 －

   投資その他の資産合計 6,425 3,102

  固定資産合計 1,725,910 1,748,685

 資産合計 2,821,833 2,865,056

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 6,557 6,189

  未払金 7,903 9,786

  未払費用 34,700 44,989
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  未払法人税等 2,742 268

  未払消費税等 9,619 7,898

  前受金 4,615 8,148

  預り金 15,818 15,728

  賞与引当金 3,761 3,759

  その他 － 1,281

  流動負債合計 85,718 98,050

 固定負債   

  退職給付引当金 47,456 48,606

  役員退職慰労引当金 6,680 7,480

  資産除去債務 － 88,500

  固定負債合計 54,136 144,586

 負債合計 139,854 242,636

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 35,000 35,000

   その他資本剰余金 500,000 500,000

   資本剰余金合計 535,000 535,000

  利益剰余金   

   利益準備金 15,250 15,250

   その他利益剰余金   

    任意積立金 1,020,000 1,020,000

    別途積立金 945,000 945,000

    繰越利益剰余金 66,729 7,170

   利益剰余金合計 2,046,979 1,987,420

  株主資本合計 2,681,979 2,622,420

 純資産合計 2,681,979 2,622,420

負債純資産合計 2,821,833 2,865,056
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成31年1月1日
 至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和2年1月1日
 至 令和2年12月31日)

売上高   

 各種料金収入 531,714 462,511

 食堂売上高 74,829 54,218

 商品販売収入 3,920 2,706

 その他の事業収入 32,165 32,019

 売上高合計 642,631 551,455

売上原価   

 コース管理費 152,994 146,133

 キャディ費用 132,228 130,981

 競技費 12,497 8,053

 食堂売上原価 65,850 47,709

 商品売上原価 *1  2,908 *1  1,948

 売上原価合計 366,478 334,825

売上総利益 276,152 216,630

販売費及び一般管理費   

 給料 65,502 62,378

 賞与 12,423 10,459

 賞与引当金繰入額 1,177 1,067

 退職給付費用 1,563 1,364

 役員退職慰労引当金繰入額 1,140 1,140

 法定福利費 11,580 10,962

 福利厚生費 2,108 1,093

 広告宣伝費 4,040 5,962

 販売促進費 11,897 14,907

 消耗品費 20,015 14,103

 事務用消耗品費 1,543 1,185

 保険料 3,528 3,637

 修繕費 25,170 16,375

 租税公課 13,680 13,415

 減価償却費 79,220 72,067

 旅費及び交通費 2,540 2,078

 通信費 3,341 3,345

 水道光熱費 14,320 13,099

 交際費 1,914 1,974

 車両費 174 65

 会議費 3,539 2,283

 雑費 44,426 37,754

 販売費及び一般管理費合計 324,849 290,722

営業損失（△） △48,697 △74,091

営業外収益   

 受取利息 109 96

 会員登録料 37,500 30,800

 受取保険金 13,048 2,555

 雇用調整助成金 - 16,358

 その他 3,151 6,264

 営業外収益合計 53,808 56,075

営業外費用   

 その他 *2  240 *2  1,455

 営業外費用合計 240 1,455

経常利益又は経常損失（△） 4,871 △19,472

特別利益   

 固定資産売却益 *3  96 *3  363
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 特別利益合計 96 363

特別損失   

 固定資産処分損 *4  51 *4  107

 減損損失 － *5  37,081

 特別損失合計 51 37,188

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 4,915 △56,297

法人税、住民税及び事業税 2,758 536

法人税等調整額 15 2,724

法人税等合計 2,773 3,260

当期純利益又は当期純損失（△） 2,141 △59,558
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成31年1月1日 至 令和元年12月31日)

　

 
 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計任意積立金別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 100,000 35,000 500,000 535,000 15,250 1,020,000 945,000 64,587 2,044,837 2,679,837

当期変動額           

当期純利益        2,141 2,141 2,141

当期変動額合計        2,141 2,141 2,141

当期末残高 100,000 35,000 500,000 535,000 15,250 1,020,000 945,000 66,729 2,046,979 2,681,979
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 当事業年度(自 令和2年1月1日 至 令和2年12月31日)

 
 
 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計任意積立金別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 100,000 35,000 500,000 535,000 15,250 1,020,000 945,000 66,729 2,046,979 2,681,979

当期変動額           

当期純損失（△）        △59,558 △59,558 △59,558

当期変動額合計        △59,558 △59,558 △59,558

当期末残高 100,000 35,000 500,000 535,000 15,250 1,020,000 945,000 7,170 1,987,420 2,622,420
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成31年1月1日
 至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和2年1月1日
 至 令和2年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 4,915 △56,297

 減価償却費 79,220 72,067

 減損損失 － 37,081

 賞与引当金の増減額（△は減少） 138 △2

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,415 1,150

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 600 800

 受取利息及び受取配当金 △109 △96

 固定資産売却損益（△は益） △96 △363

 固定資産処分損益（△は益） 51 107

 売上債権の増減額（△は増加） △3,227 △1,016

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,667 △254

 仕入債務の増減額（△は減少） △897 △368

 未払消費税等の増減額（△は減少） 4,225 △1,721

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △227 △192

 その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,123 701

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △17,959 15,258

 小計 72,841 66,852

 利息の受取額 105 107

 法人税等の支払額 △284 △4,088

 法人税等の還付額 658 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 73,320 62,871

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,124,000 △1,124,000

 定期預金の払戻による収入 1,074,000 1,124,000

 有形固定資産の取得による支出 △42,882 △40,909

 有形固定資産の売却による収入 96 363

 無形固定資産の取得による支出 － △3,923

 その他 32 △102

 投資活動によるキャッシュ・フロー △92,753 △44,571

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,432 18,300

現金及び現金同等物の期首残高 255,256 235,824

現金及び現金同等物の期末残高 235,824 254,125
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

   その他有価証券

　時価のないもの……総平均法に基づく原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び貯蔵品……

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用してお

ります。

３　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、風力発電設備、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、及び平成28年4月1日以降

に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。

 (2)無形固定資産

　　　定 額 法 を 採 用 し て お り ま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　　　ソフトウェア(自社利用分)　　5年

４　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社支給内規に基づく期末必要額を計上しております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

６　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 
（未適用の会計基準等）

１．「収益認識に関する会計基準」等について

 
　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和2年3月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　令和2年3月31日　企業会計基準委

　　員会）

 
(1) 概要

 国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計基準

の開発を行い、平成26年5月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606)を公表しており、IFRS第15号は平成30年1月1日以降開始する事業年度から、Topic606は平成29年12月15日よ

り後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会

計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を図

る便益の1つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、

会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較

可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。
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(2) 適用予定日

　 令和4年12月期の期首から適用します。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 
２．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」について

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　令和2年3月31日　企業会計基準委員会）

 
(1) 概要

　国際会計基準審議会（IASB）が平成15年に公表した国際会計基準（IAS）第1号「財務諸表の表示」（以下「IAS第1

号」）第125項において開示が求められている「見積りの不確実性の発生要因」について、財務諸表利用者にとって有

用性が高い情報として日本基準においても注記情報として開示を求めることを検討するよう要望が寄せられ、企業会

計基準委員会において、会計上の見積りの開示に関する会計基準（以下「本会計基準」）が開発され、公表されたも

のです。

 企業会計基準委員会の本会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、個々の注記を拡充するのではなく、原則

（開示目的）を示したうえで、具体的な開示内容は企業が開示目的に照らして判断することとされ、開発にあたって

は、IAS第1号第125項の定めを参考とすることとしたものです。

 
(2) 適用予定日

　令和3年12月期の年度末から適用します。

 
　（追加情報）

 新型コロナウイルス感染症の影響は、当事業年度前半において来場者の大幅な減少を生じましたが、後半において来

場者は前事業年度以上に回復しております。今後新型コロナウイルス感染症の広がり方や収束時期を正確に予測する

ことは困難な状況ではありますが、その影響は限定的であり翌事業年度末時点における会計上の見積りに重要な影響

を与えるものではないと判断しております。
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(貸借対照表関係)

(*1) 有形固定資産に係る国庫補助金の受入による圧縮記帳累計額の額

 
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和２年12月31日)

構築物 62,214千円 62,214千円

機械及び装置 29,413千円 29,413千円

合計 91,627千円 91,627千円
 

 

(損益計算書関係)

(*1) 商品売上原価の内訳

 

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

期首たな卸高 1,743千円 1,343千円

当期仕入高 2,508千円 1,610千円

期末たな卸高 1,343千円 1,005千円

商品売上原価 2,908千円 1,948千円
 

 

(*2) 営業外費用その他の内訳

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

コロナ対策援助金 －千円 1,205千円

雑収入計上済商品券引換損失等 240千円 250千円
 

 

(*3)　固定資産売却益の内訳

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

車両運搬具 96千円 －千円

機械装置 －千円 363千円
 

(*4) 固定資産処分損の内訳

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

工具、器具及び備品 51千円 82千円

機械装置 0千円 24千円

車両運搬具 0千円 0千円
 

 

(*5) 減損損失

　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

静岡県湖西市 風力発電設備 　　　構築物 37,081千円
 

 
　　当社は、ゴルフ場事業及び再生可能エネルギー事業をグルーピングの単位としております。風力発電事業から

　　の撤退を決定したことにより、当社は当事業年度において、収益性が著しく低下したと認められる資産の帳簿価格

　 回収可能価格まで減額し、当該減少額を減損損失（37,081千円）として特別損失に計上いたしました。

　 なお、回収可能価格は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローがその見積値から乖離するリスクについて

   は 、将来キャッシュ・フローの見積もりに反映させた上で、将来キャッシュ・フローを0.0％で割り引いて算出

　　しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,400 － － 2,400
 　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度(自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,400 － － 2,400
 　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

現金及び預金勘定 1,057,824千円 1,076,125千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △822,000千円 △822,000千円

現金及び現金同等物 235,824千円 254,125千円
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(金融商品関係)

　　１．金融商品の状況に関する事項

　　　(1)金融商品に対する取組方針

　　　当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。

　　　 また、資金調達については、必要に応じて、自己資金による方針であります。

　　　(2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　　　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は株式であり、投資先の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

　　　買掛金及び未払金は、1年以内の支払い期日であり、流動性リスクに晒されております。

　　　(3）金融商品に係るリスク管理体制

営業債権に係るリスクに関しては、必要に応じて取引先の信用リスクの調査を実施するとともに、必要な社

内手続きに基づいて取引を行っております。

　　　 株式については、投資先の信用リスク評価を定期的に実施しております。

　　　 営業債務については、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

　　　(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含ま

れております。

当該価額の算定においては、変動要因をおり込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより当該

価額が変動することもあります。

　　2．金融商品の時価等に関する事項

　　　 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　前事業年度（令和元年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金
②売掛金

1,057,824
28,983

1,057,824
28,983

-
-

　　資産合計 1,086,807 1,086,807 -
 

 
　　当事業年度（令和２年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金
②売掛金

1,076,125
29,617

1,076,125
29,617

-
-

　　資産合計 1,105,742 1,105,742 -
 

　（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　資産　現金及び預金、売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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　(注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　（単位：千円）

区分 令和元年12月31日 令和２年12月31日

非上場株式 269 269
 

　　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

　　から上表には含めておりません。

　(注3）金融債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　　前事業年度（令和元年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（単位：千円）

 1年以内 1年超5年以内

①現金及び預金
②売掛金

1,057,824
28,983

-
-

資産合計 1,086,807 -
 

 

　　当事業年度（令和２年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（単位：千円）

 1年以内 1年超5年以内

①現金及び預金
②売掛金

1,076,125
29,617

-
-

資産合計 1,105,742 -
 

 

(有価証券関係)

1　その他有価証券

前事業年度（令和元年12月31日)

区分
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの
　株式

- - -

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの
　株式

269 269 -

合計 269 269 -
 

当事業年度（令和２年12月31日)

区分
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの
　株式

- - -

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの
　株式

269 269 -

合計 269 269 -
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(退職給付関係)

１． 採用している退職給付制度の概要

　  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

２． 簡便法を適用した確定給付制度

　　(1)簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高調整表

(千円)

 
前事業年度

(自 平成31年１月１日
至 令和元年12月31日)

当事業年度
(自 令和２年１月１日
至 令和２年12月31日)

退職給付引当金の期首残高 44,041 47,456

　退職給付費用 3,894 2,606

　退職給付の支払額 △479 △1,456

退職給付引当金の期末残高 47,456 48,606
 

 

　　(2)退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(千円)

 
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和２年12月31日)

非積立型制度の退職給付債務 47,456 48,606

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 47,456 48,606

   

退職給付引当金 47,456 48,606

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 47,456 48,606
 

 
　　(3)退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度　 3,894千円　　当事業年度 　2,606千円
 

　　　　 　　　 　　　 　　　　　　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和２年12月31日)

繰延税金資産   

　　資産除去債務 －千円 29,913千円

 　退職給付引当金 16,040千円 16,428千円

　　減価償却超過額 659千円 13,454千円

 　役員退職慰労引当金 2,257千円 2,528千円

 　賞与引当金 1,271千円 1,270千円

　　税務上の繰越欠損金 －千円 6,134千円

 　その他 1,198千円 978千円

繰延税金資産小計 21,427千円 70,708千円

評価性引当額 △18,703千円 △40,795千円

繰延税金資産合計 2,724千円 29,913千円

繰延税金負債   

　　資産除去債務対応資産 －千円 29,913千円

繰延税金負債合計 －千円 29,913千円

繰延税金資産の純額 2,724千円 -千円
 

 
 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異のあるときの、当該差異の原因となっ

た　　　主要な項目別の内訳

前事業年度（令和元年12月31日）  

法定実効税率 33.8%

 (調整)  
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 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2%

 繰越欠損金 △26.3%

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.0%

　評価性引当額 32.2%

　その他 16.5%

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.4%
 

 
　当事業年度（令和2年12月31日）

　税引前当期純損失を計上したため、記載しておりません。

 
（資産除去債務関係）

　　　　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　　(1) 当該資産除去債務の概要

　　　　　法令により要求される風力発電設備の撤去費用であります。

　　 (2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　　撤去日を2026年12月と見積もり、割引率は0.0％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　　 (3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成31年1月1日
　至　令和元年12月31日）

当事業年度
（自　令和2年1月1日
　至　令和2年12月31日)

期首残高 －千円 －千円

増加額 －千円 88,500千円

時の経過による調整額 －千円 －千円

期末残高 －千円 88,500千円
 

 
(賃貸等不動産関係)

　　　　賃貸不動産の時価等の開示については、重要性がないため注記を省略しております。　

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となる事業セグメント情報がないため記

載しておりません。

 

【関連情報】

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となる事業セグメント情報がないため記

載しておりません。　

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度に減損損失を計上しておりますが、当社はゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であり、開示

対象となる事業セグメント情報がないため記載を省略しております。　

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。　

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成31年１月１日
至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
至　令和２年12月31日)

１株当たり純資産額 1,117,491.35円 1,092,675.22円

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

892.44円 △24,816.13円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度 当事業年度

（令和元年12月31日） （令和２年12月31日）

純資産の部の合計額 （千円） 2,681,979 2,622,420

純資産の部の合計額から控除する金額 （千円） - -

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 2,681,979 2,622,420

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数

（株） 2,400 2,400

 

 

３　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(自　平成31年１月１日
至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
至　令和２年12月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) 2,141 △59,558

普通株主に帰属しない金額 (千円) - -

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）

(千円) 2,141 △59,558

普通株式の期中平均株式数 (株) 2,400 2,400
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

     【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価

証券

その他有

価証券

   

　 天竜浜名湖鉄道㈱ 10 269

計 10 269
 

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 1,808,570 4,823 - 1,813,393 1,483,376 21,070 330,017

　構築物
 （減損）

1,272,567 106,483
39,781
(37,081)

1,339,269 1,185,049 18,833 191,300

　機械及び装置 327,884 14,560 25,003 317,441 281,453 15,547 35,987

　車輌運搬具 108,996 1,005 5,647 104,354 101,114 3,244 3,239

　工具器具及び備品 149,157 4,559 2,888 150,827 119,949 13,174 30,878

　その他の設備 103,365 - - 103,365 103,362 2 2

　コース勘定 464,243 - - 464,243 - - 464,243

　土地 685,933 - - 685,933 - - 685,933

有形固定資産計 4,920,718 131,431 73,320 4,978,829 3,237,224 71,871 1,741,603

無形固定資産        

　ソフトウェア 20,233 3,923 - 24,156 20,388 193 3,768

　電話加入権 210 - - 210 - - 210

無形固定資産計 20,443 3,923 - 24,366 20,388 193 3,979

長期前払費用 3,096 919 1,620 2,394 - - 2,394
 

　 (注)当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

   構築物　　　　　カート電磁誘導線張替　　　　　12,136千円

　　機械及び装置　　車両一体式タンク車　　　　　　 5,850千円

　　　　　　　　　　トーナメントローラーMini　　　 3,250千円

　　　　　　　　　　グリーンマスター3150G　　　　 2,610千円

　　什器備品　　　　パソコンメインサーバー入替　 　3,503千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 3,761 3,759 3,761 - 3,759

役員退職慰労引当金 6,680 1,140 340 - 7,480
 

　

【資産除去債務明細表】

　明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第8条の28第1項に規定する注記事項として記載されているため記

載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(イ)現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 4,937

預金の種類  

当座預金 2,704

普通預金 246,482

定期預金 807,000

定期積金 15,000

小計 1,071,187

合計 1,076,125
 

 

(ロ)売掛金

(a) 相手先別内訳

 

内容 相手先 金額(千円)

プレー代

静銀ディーシーカード㈱ 7,419

三菱UFJニコス㈱ 2,455

三井住友カード㈱ほかカード会社4社 14,479

その他(会員口座数64件) 1,727

 風力発電売電料 中部電力㈱ 3,534

計  29,617
 

 

(b) 回収および滞留状況

 

期首残高(千円) 当期発生高(千円) 当期回収高(千円) 期末残高(千円) 回収率(％) 平均滞留期間(日)

28,983 411,061 410,428 29,617 93.3 26
 

(注) １　回収率、平均滞留期間の算定方法は次の通りであります。

　　回収率＝当期回収高÷(期首残高＋当期発生高)

平均滞留期間＝
期首残高＋期末残高

÷
当期回収高

2 366日
 

２　当期発生高には消費税等が含まれております。
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(ハ)商品

 

内容 金額(千円)

ゴルフ用品 1,005

計 1,005
 

 

(ニ)貯蔵品

 

内容 金額(千円)

コース農薬 1,855

コース肥料 770

切手・印紙 542

 商品券 2,919

 重油 271

パンフレット 75

オイル類 98

計 6,532
 

 

 

(ホ)買掛金

 

内容 相手先 金額(千円)

商品代
㈱呉竹荘 6,169

その他 19

計  6,189
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 1月1日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 特に定めなし

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 静岡県湖西市白須賀5739番地　本社　総務課

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 実費

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 官報

株主に対する特典
株主は所有株式２株を単位として浜名湖カントリークラブの会員となることができ
る。

 

 

EDINET提出書類

浜名湖観光開発株式会社(E04640)

有価証券報告書

43/46



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第60期(自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日)令和2年3月26日東海財務局長に提出

 

(2) 半期報告書

事業年度　第61期中(自　令和２年１月１日　至　令和２年６月30日)令和2年9月17日東海財務局長に提出

 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第60期(自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日)令和2年8月26日東海財務局長に提出

EDINET提出書類

浜名湖観光開発株式会社(E04640)

有価証券報告書

44/46



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

令和3年3月25日

浜名湖観光開発株式会社

取締役会　御中

田中公認会計士共同事務所
 

静岡県浜松市

  公認会計士 田中　範雄  
 

 
 
 監査意見
　私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている浜名
湖観光開発株式会社の令和2年1月1日から令和2年12月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細
表について監査を行った。
　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、浜名湖観光開
発株式会社の令和2年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における私の
責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
 
財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
 
利害関係
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
                                                                                                以　上
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